
合格点も下がっています。 
　合格点は、最低点で比較すると（小数点以下切捨て）、令和４年は４６４点（論文２０７点）に対
し、令和５年は４４０点（論文：１８９点）と、合格点が大幅に下がっています。もちろん、問題によっ
て合格点が変動することは理解しますが、合格者数が４００人近く増えていることをあわせて考えると
（令和４年：１４０３人、令和５年１７８１人）、司法試験合格者数を増やすために人為的に合格点を
下げたとみるべきではないでしょうか？ 
　そうであれば、来年以降の合格者も１５００人超が続くと考えられます。 

在学生からは６３７人が合格・合格率は５９．５%！　　　　　　　　　　　 
　令和５年１１月８日、司法試験合格者が発表され、合格者数は１７８１名。その内訳は、法科大学院
修了者から８１７人、在学生から６３７人、予備試験から３２７人となっています。 
　特筆すべきは、在学生の合格率です。今年から制度が変わって在学生が受験できるようになったのです
が、在学生の受験者数１０７０人・合格者数６３７人、在学生の合格率は５９．５%でした。 
　司法試験が７月からはじまること、在学中合格者のほとんどが既修者（２年コース）であることからす
ると、法科大学院に入学して実質１年で合格できる試験になっているということではないでしょうか？

　ともに日弁連を変えよう！ 
　市民のための司法をつくる会 
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法曹養成制度は歪められていないでしょうか？ 
　地方の法科大学院は次々に廃止となり、地域的な多様性は失われつつあります。在学中受験を可能とす
る制度変更によって、法科大学院入学して実質１年の司法試験合格者も輩出されており、予備試験からの
受験者92.6%・在学生59.5%・法科大学院修了者32.6%という合格率は法科大学院の教育効果に疑念を抱
かせるものであって「プロセスによる法曹養成」の理念も疑わしくなっています。このような状況や、
45.3%という全体の合格率からは「法曹の質の維持」も疑わしくなっています。 
　法科大学院を守るために、法曹養成制度が人為的に歪められてしまっているのではないでしょうか？ 

日弁連の政策を変えなければなりません！！ 
　日弁連は２０２２年３月、法曹人口政策に関し「現時点において」「更なる減員を提言しなければなら
ない状況にない」という「当面の対処方針」を発表しました。今年、司法試験合格者数が１５００人を
大きく超えた際にも「司法を取り巻く社会状況の変化とともに、注視していく必要がある。」との会長談
話を発出しています。これでは法曹人口についても、法曹養成政策についても、長期的な視野・見識を持
つことなく、先送りをしているだけであり、弁護士激増政策に協力するに等しいというべきです。 
　直ちに、日弁連の政策を転換し、司法試験合格者数を１０００人以下とするよう求めなければなりま
せん。

２０２３年（令和５年）　司法試験の結果 
＊全体の合格者数１７８１名・合格率４５．３%！＊


